
（様式第２号）
作成日：

事業者名：

三側面
関連するＳＤＧｓゴール

（最大３つ）

指標

指標

指標

チェック

経済

目標

ガバナンス

ＳＤＧｓの達成に向けた重点的な取組みが従業員に共有されており、かつ達成するための仕組みが組織内に構築されている（ＰＤＣＡサイクル等）。

＜具体的な内容を記載＞

ＳＤＧｓの達成に向けた重点的な取組みをホームページ等で対外的に公表している。

環境

目標

社会

目標

ＳＤＧｓの達成に向けた重点的な取組み宣言書

ＳＤＧｓの達成に向けた重点的な取組み 実績 指標・目標

令和5年8月17日

株式会社　岐阜リサイクルセンター

工場としては(※)平成12年より容器包装プラスチックの
再商品化を行ってきましたが、令和4年4月より、容器包
装プラスチック以外のプラスチック使用製品廃棄物（製
品プラ）の再商品化を開始しました。(※)平成23年以前
は岐阜県清掃事業協同組合
以前は焼却処分又は埋立処分されていたプラスチック類
をリサイクル対象とすることで、ごみの減量化が図られ
、新たなリサイクル資源を確保することで、資源循環体
制を強化していくことを目標に活動しています。

地元中学生の体験学習を受け入れている。
小中学校等の環境学習を含んだ工場見学受入
れを行っている。
地元環境展に出展

社員の資格取得に係る費用を負担し、キャリ
ア形成を支援する。

⑫つくる責任 つかう責
任,⑭海の豊かさを守ろ
う

プラスチック製容器包装の再商品化を2
0年以上継続している。
プラスチックに係る資源循環の促進等に
関する法律（海洋プラスチックごみ問題
、気候変動問題　等）の実践。
プラスチックに係る資源循環の促進等に
関する法律　第33条 の認定申請の許認
可が下りる見込み。（輪之内町）

プラスチック類のリサイクル率。
認定市町村の拡大。

R5年度、プラスチック類のリサイ
クル率50％。
R8年度までに、プラ資源循環促進
法 第33条 認定市町村数3件。

⑬気候変動に具体的な対
策を,⑭海の豊かさを守
ろう

⑧働きがいも経済成長も
,④質の高い教育をみん
なに

コロナ過以前の令和元年　行
政関係の受入5件　中学生体
験学習1件　環境展関係への
出展2件　

R4年度、3名の社員を支援。

地元小中学生等の工場見学受入れ
数

社員の資格取得支援件数。

R7年度までに6件

R7年度までに3名の社員を支援。
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